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【概説】オンライン販売される危険製品対策としての EU 関税制度改革 

 

◆ここがポイント◆ 

・EU は越境 e コマースを通じた危険製品流入を防ぐため、関税制度の大規模改革に合意 

・オンライン販売プラットフォームの責任明確化と、税関データ共有の強化が柱 

 ・消費者安全の向上とともに、公正な競争環境の確保が期待されている 

【概要】 

EU は 2026 年 3 月 26 日、欧州市民に向けて域外から大量に流入する危険・不適合製品への対応を強

化するため、関税制度の包括的改革について、欧州議会と EU 理事会が政治的合意に達した。これは

1968 年の EU 関税同盟創設以来、最大規模の改革と位置付けられている  

  

【詳細】 

●改革の背景と目的  

近年、Temu や Shein 等に代表されるような、衣料品や雑貨等をインターネットやアプリを通じて販売する

電子商取引（e コマース）が急拡大している。これに伴い、中国など EU 域外から少額小包（輸入される際

に関税が免除されている 150 ユーロ未満の小包）として EU に輸入する貨物の量が爆発的に増加し、従

来の税関検査体制では危険なおもちゃ、禁止化学物質を含む繊維製品などを十分に取り締まれない状

況が続いていた。消費者団体 BEUC（欧州消費者機構）は長年の試験・調査を通じ、この問題を提起して

きた。改革の目的は、消費者安全の確保、公正な競争環境の回復、税関管理の近代化にある。  

  

●主な改革内容  

今回の改革により、EU 関税制度は以下の点で大きく転換する。  

 

 電子商取引プラットフォームの責任強化  

EU 向けに商品を販売・輸入するオンラインプラットフォームは、製品の安全性や規制遵守に関し、よ

り明確な責任を負う。違反があった場合には罰金などの制裁が科されうる。 

  

 EU 関税データハブの創設  

輸出入データを一元的に管理する「EU 関税データハブ」を新設し、加盟国税関間のデータ共有とリス

ク分析を強化する。これにより、危険製品や不正業者を早期に特定できるようになる。  

 

 EU 関税当局（EU Customs Authority）の設立  

新たに EU レベルの関税当局を設置し、加盟国税関のリスク管理や危機対応を支援・調整する。  

 



 

 消費者価格の透明化  

関税や手数料が事前に明確化され、購入後に予期せぬ追加負担が生じない仕組みが整えられ

る。 2026 年 7 月 1 日から 150 ユーロ以下の小包にも一律 3 ユーロの関税（暫定措置）が課される。 

 

●意義  

本改革は、これまで EU 安全規則を事実上回避してきた一部の越境 e コマース事業者に対し、「制度的な

抜け穴」を塞ぐ転換点となる。BEUC はこれを、危険製品の流入を抑制する第一歩であると評価しており、

今後は実効性ある執行体制の整備が鍵となる。  

ただし、日本企業を含んだ EU に輸入する側にとっては、これまで「問題になりにくかった小口の貨物」も、

検査対象になる可能性が高まる。 

  

【編集者所感】  

EU の関税制度改革は、越境 e コマース時代において、オンラインプラットフォームに輸入者としての責任

を明確に課すことで消費者安全を確保しようとする点に特徴がある。日本でも個人輸入を通じた安全性不

明製品の流通が課題となっており、EU が進めるデータ連携や事業者責任強化の考え方は、今後の製品

安全・化学物質管理政策を検討する上で重要な示唆を与える。   
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本文書は、国際的に注目されているトピックを取り上げ、概要を紹介しています。  

本概要は、公開されている情報を基に編集者がまとめたものであり、最終的なご判断は読者の皆さまに

お任せいたします。詳細については必ず情報源をご確認ください。  

 


